
実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

中小企業企画調査事業：経済産業調査会負担金 元気な産業 ○ 57 30 1 ○ 0 0 0 0 ○ ○ △ 126

ふくいの逸品創造ファンド事業 元気な産業 ○ 19 5 1 ○ - 0 0 - ○ ○ ○ 0

ビジネスステップアップ支援事業 元気な産業 ○ 12 12 1 ○ 31,257 0 0 31,257 ○ ○ ○ ○ ○ 0

産業支援センター運営事業 元気な産業 ○ 55 32 1 ○ 183,502 0 0 183,502 ○ ○ ○ ○ 0

中小企業経営革新支援事業 元気な産業 ○ 12 12 1 ○ 270 0 0 270 ○ ○ ○ ○ 0

チャレンジ発注推進事業 元気な産業 ○ 17 7 1 ○ 224 0 0 224 ○ ○ ○ 0

福井県ビジネス支援センター「ふくい南青山２９１」運営事業 元気な産業 ○ 14 10 1 ○ 200,708 0 123,640 77,068 ○ ○ ○ ○ 0

建設業新分野進出支援事業 元気な産業 ○ 22 2 1 ○ 18,975 0 0 18,975 ○ ○ ○ △ 21,000

中小企業団体中央会育成事業 元気な産業 ○ 32 55 1 ○ 87,577 0 0 87,577 ○ ○ ○ ○ 0

小規模事業経営支援事業費補助金 元気な産業 ○ 35 52 1 ○ 941,505 0 0 941,505 ○ ○ ○ 0

福井県産業情報センター運営費 元気な産業 ○ 6 18 1 ○ 100,762 0 1,418 99,344 ○ ○ ○ ○ ○ 0

香港事務所運営事業 元気な産業 ○ 3 21 2 ○ 25,853 0 1,848 24,005 ○ ○ ○ ○ 0

上海事務所運営事業 元気な産業 ○ 11 13 2 ○ 18,273 0 2,829 15,444 ○ ○ ○ ○ 0

東アジア販路開拓促進事業 元気な産業 ○ 19 5 3 ○ 10,342 0 0 10,342 ○ ○ ○ ○ 0

海外向けインターネット営業事業 元気な産業 ○ 22 2 1 ○ 1,052 0 0 1,052 ○ ○ △ 1,052

県貿易情報センター負担金 元気な産業 ○ 43 44 1 ○ 9,800 0 0 9,800 ○ ○ ○ ○ 0

北陸環日本海経済交流促進協議会負担金 元気な産業 ○ 6 18 1 ○ 2,000 0 0 2,000 ○ ○ ○ △ 100

中国経済交流促進支援事業 元気な産業 ○ 6 18 1 ○ 1,200 0 0 1,200 ○ ○ ○ 0

福井県経済新戦略推進本部運営事業 元気な産業 ○ 23 1 1 ○ 1,200 0 0 1,200 ○ △ 200

ふくい貿易促進機構設置運営事業 元気な産業 ○ ○ 23 1 1 ○ 12,108 0 0 12,108 ○ 0

小規模企業支援体制強化事業 元気な産業 ○ 23 1 1 ○ 2,800 0 0 2,800 ○ 0

ふるさと企業育成ファンド事業（新分野展開スタートアップ支援事業） 元気な産業 ○ 23 1 1 ○ 10,000,000 0 10,000,000 0 ○ 0

22 7 7 9 26 22 0 11,649,408 0 10,129,735 1,519,673 8 6 2 2 3 1 3 0 8 3 2 2 5 0 0 1 0 17 0 2 0 3 0 0 0 △ 22,478

成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新〄元気宣言
における位置付け

平成
23年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

一般会計

平成２３年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）産業政策課

会計区分

課・室名

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標1結果分類



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 新事業支援 Ｇ
1 □ □ 57 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 30 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

126 126 126 126

126 126 126 126

126 126 126 126

16 16 16 16

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

事      業      名 中小企業企画調査事業：経済産業調査会負担金 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 126 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 0

法定受託事務

[事業目的]

今後の商工関係施策を推進するため、経済産業の動向等に関する情報を収集する。

［事業内容］

経済産業に関する調査研究を行い、経済産業の円滑な運営に寄与することを目的に設立された経済産業調査会に参加する。
　（提供される主な資料）
　　１　日刊または月刊のもの　経済産業公報（日刊）、特許ニュース（日刊）、経済産業ジャーナル（月刊）、経済産業統計（月刊）、商業販売統計月報（月刊）　等１６種
　　２　年刊、臨時の刊行物　　毎年３０～４０種

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

-25.0%

決 算 額 の 推 移 0

活動 提供される資料数 0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

日刊または月刊で提供される資料の種類 Ⅱ

事業効果 指標

指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため特記事項に記載

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 0 ※成果目標について
　　国の経済産業施策等に関する最新情報等を県の施策立案等の際の参考としてい
る。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 0

そ の 他□ 整理統合 ■ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　国の経済産業施策等に関する最新情報等が入手でき、県の施策立案等の参考になる。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後とも、国の経済産業施策等に関する最新情報の収集に努めていくが、産業支援機関が保有す
る情報の共有化など情報入手方法の見直しにより、本事業は廃止する。

見　直　し　額 △ 126 千　円

1



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 新事業支援 Ｇ
1 □ □ 19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 29 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 5 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

5,000,000 - - -

102 135 142 157

14 27 44 36

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

事      業      名 ふくいの逸品創造ファンド事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 -

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

法定受託事務

[事業目的]

 繊維産業、眼鏡産業といった地場産業をはじめとする地域の産業が培ってきた技術、特色ある観光資源等を活かした創意工夫のある新商品・新サービスの開発を支援することで、地域産業の活性化を図
る。

［事業内容］

（公財）ふくい産業支援センターに組成した地域産業活性化ファンド（県からの貸付金50億円）の運用益を活用して行う以下の事業
　①福井の強みを活かすチャレンジ企業支援事業
　②企業連携による繊維産地競争力強化モデル事業
　③小売店との連携による福井ブランドめがね販売モデル事業
　④農商工連携による新事業創出支援事業
　⑤ふくい地域資源活用事業ブラッシュアップ支援事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

決 算 額 の 推 移

活動 ビジネスプラン作成講座参加者数 125 6.9%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

Ⅰ

事業効果 指標

指標 地域資源の活用による新事業の創出 17 21.2% Ⅰ

の推移 成果

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） - 平成２１年度　「農商工連携による新事業創出支援事業」を追加

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 -

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　平成１９年度の事業開始から概ね５年が経過し、地域資源の活用による新事業の創出数は減尐し
ているものの、事業説明会兼ビジネスプラン作成講座には多くの事業者の参加があり、新事業展開
への企業の支援ニーズは高い。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県内経済の活性化には、県内中小企業の地域資源を活かした新たな取組みが不可欠であり、引き
続き既存の枠組みを基本とした支援を継続するとともに、小規模事業者の新事業展開に向けた取組
みをさらに促進するため、事業内容の拡充を図る。 見　直　し　額 千　円
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室
1 □ □ 12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

72,631 73,085 53,131 49,357

69,218 55,175 40,375 31,963

50,800 49,445 35,945 29,907

1,217 1,459 1,582 1,200

30 35 32 57

46 41 40 28

14 27 44 36

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

[事業目的]

　多様で活力ある産業発展の担い手である中小企業等に対し、独創性、機動性を発揮して新たな事業展開を行うために必要な経営ノウハウ、技術、人材、情報等の経営資源を円滑に確保できるよう各種支
援を行う。

［事業内容］

-13.8%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 ビジネスステップアップ支援事業 含まれる事業数

31,257 -17.5%

(公財)ふくい産業支援センターが行う以下の中小企業に対する経営資源強化対策事業を支援する。
　１プロジェクトマネージャー等設置事業　　　　２新規創業支援事業　　　　　　　　　　　　３経営安定フォローアップ事業
　４専門家派遣事業　　　　　　　　　　　　　　５ふくい元気企業フェア開催事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 38,748

Ⅱ

事業効果 指標 アドバイザー派遣件数 28.7% アドバイザー派遣企業数  　　　 Ⅰ

決 算 額 の 推 移 -15.6%

活動 企業相談件数 1.4%

指標 地域資源の活用等による新事業の創出 17 21.2%

の推移 成果 経営革新承認企業 22

相談窓口相談件数 　　　　　　　　　　　          

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-16.2% 　　　　　　　　　　　　                           Ⅳ

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 31,257 平成１２年度　福井県産業振興財団を県中小企業支援センターに指定
平成１３年度　産業振興財団を福井県産業支援センターに統合し県中小企業支援センター機能も移転
平成１５年度　新規創業支援事業、女性企業家支援事業の追加
平成１６年度　セミナー等７事業の廃止、プロマネ等設置事業の充実
平成１８年度　成果連動型予算システムを導入
平成２０年度　事業承継支援事業の追加
平成２２年度　新事業支援機関等連絡協議会運営事業、事業承継支援事業の一部（セミナー）廃止
平成２３年度　女性企業家支援事業の廃止、事業承継支援事業を整理統合

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 31,257

[事業の評価]

国庫については、平成１８年度から一般財源化により、県単事業に移行

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し
　昨今の厳しい経済状況を反映し、経営革新承認件数や地域資源の活用等による新事業の創出数は
減尐傾向にあるが、企業活動および支援センターの利用状況のバロメーターである相談件数やアド
バイザー派遣件数は堅調に推移している。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他
　県内企業の支援ニーズ等を踏まえ、商工会議所等他支援機関とも連携を図りながら、従来以上に
効果的な事業の実施に努める。

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室
1 □ □ 55 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 32 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２１年度  ２２年度

220,976 200,052 236,670 230,555

207,284 207,549 244,582 173,206

203,879 204,537 240,340 171,803

2,958 3,122 3,119 3,197

2,787 2,911 2,730 2,739

95.2 98.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

[事業目的]

　地域経済等に関する調査研究を行う公益財団法人ふくい産業支援センターの運営費を助成し、県内の中小企業者に対し、企業活動に必要な情報の収集・提供および中小企業の情報化の促進を支援する。

［事業内容］

-3.5%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 産業支援センター運営事業 含まれる事業数

183,502 -1.3%

　公益財団法人ふくい産業支援センターの運営費を助成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 183,502

Ⅱ

事業効果 指標 企業訪問数 -0.5% 　　　　〃 Ⅲ

決 算 額 の 推 移 -3.6%

活動 相談件数 2.6%

指標

の推移 成果 顧客満足度（％）

支援センター全体

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

3.1% 利用企業のうち「満足」と答えた企業の割合　９０％以上 Ⅱ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 183,502 昭和４６年８月　福井県中小企業公社設立
昭和５５年４月　福井県産業情報センター設立
昭和６２年３月　福井県産業振興財団設立
平成１３年４月　上記３財団を福井県産業支援センターとして統合
平成１７年４月　福井県産業支援センターに福井県中小企業産業大学校および
　　　　　　　　　　福井県デザインセンターを統合し、ふくい産業支援センターに改称
平成２３年４月　公益財団法人に移行

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 183,502

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

　県内の中小企業に対する中核的支援機関として、経営革新、創業促進、人材育成、デザイン振興
等の面から総合的な相談対応や企業訪問によるサポートを実施することで、顧客からは高い評価を
得ている。

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　人材育成、デザイン振興の機能が一体となっている点を最大限に活かし、公益財団法人として、
県内企業の要望に対し的確かつ迅速な対応を図るとともに、引き続き事務のスリム化と効率化を進
めていく。

4



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 新事業支援 Ｇ
1 □ ■ 12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

15,315 15,315 15,270 270

11,040 14,570 15,270 270

8,656 5,957 10,643 270

46 41 40 28

5 4 6

88 23 111 14

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

[事業目的]

  経済環境の変化に即応して中小企業が行う経営革新を支援し、併せて将来の経営革新に寄与する経営基盤の強化を支援する。

［事業内容］

-24.6%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 中小企業経営革新支援事業 含まれる事業数

270 -15.4%

  １  中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（中小企業新事業活動促進法）に基づき、中小企業者等が作成する経営革新計画を承認する。
  ２  承認企業に対してフォローアップ調査を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 270

Ⅳ

事業効果 指標 補助採択企業数 15.0% Ⅰ

決 算 額 の 推 移 -16.7%

活動 計画承認企業数 22 -16.2%

指標

の推移 成果 経営革新による雇用創出数 104

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

216.1% 単年度純増 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 270 平成１３年度　採択企業数増加に伴う予算額の増加
平成１６年度　１件当りの補助額実績を勘案した予算額の減
平成１８年度　国庫補助廃止に伴う県単事業への移行と予算額の減
平成２２年度　補助事業の廃止

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 270

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し
　厳しい経済状況を反映し承認件数は減尐傾向にあるが、経営革新の取組みが、県内中小企業の経
営基盤の強化および雇用創出につながっている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他
　商工会連合会や商工会議所、金融機関において、県内企業の経営革新を後押しする枠組みが整っ
てきていることから、これらの協力も得ながら対象企業の掘り起こしと承認申請への誘導を進めて
いく。 見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

5



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 新事業支援 Ｇ
1 □ ■ 17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

197 197 197 224

197 197 197 224

197 167 197 224

4 13 16 15

26 35 54 73 Ｈ17～22の受注実績　９７，２６９千円（７３件）

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　平成１７年度からの制度であり、近年は１０件／年以上の製品・役務を認定しており、認定製
品・役務の受注件数も増加してきている。
　また、官公庁購入以外でも、認定事業者がパンフレットを販路開拓に活用している。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　今後も、新規性や独自性等の高い製品・役務を認定し、活用されるよう県や市町の機関に対する
ＰＲ活動を積極的に行う。
　また、同様の認定制度を持つ全国の自治体で構成する「トライアル発注全国ネットワーク」を活
用したＰＲにも努める。

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

[事業目的]

　新しい事業分野を開拓しようとするベンチャー企業や経営革新を目指す県内中小企業者の開発した製品等（商品、役務）の官公庁での購入を促進し、必要なものについては県自らが購入するなど、受注
企業の信用力を高めることにより、販路開拓を支援する。

［事業内容］

3.4%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業

事      業      名 チャレンジ発注推進事業 含まれる事業数

224 3.4%

①　チャレンジ発注制度による製品等の購入促進
②　パンフレット作成
③　ホームページ等により庁内外に向けてＰＲ

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 224

県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

Ⅰ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 5.5%

活動 認定製品・役務数 10 52.1%

指標

の推移 成果 受注件数(累計）

Ｈ２４．３末現在　認定件数　４１件（３２社）

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

41.4% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 224

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 224

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

そ の 他

拡　　充 □ 縮　　減 □
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 新事業支援 Ｇ
1 □ ■ 14 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 33 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

194,315 193,249 193,215 196,951

194,315 193,464 200,560 196,951

194,400 193,444 200,410 196,743

351 358 356 348

61,540 81,969 99,870 107,699

74,489 82,195 92,099 100,881

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

[事業目的]

　東京・南青山にある県有地を活用して、ビジネス支援等拠点を整備することにより、首都圏における県内中小企業のビジネス支援、多様な人材の確保、本県の魅力ある情報発信等のための事業を展開す
る。

［事業内容］

0.8%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 福井県ビジネス支援センター「ふくい南青山２９１」運営事業 含まれる事業数

200,708 0.8%

（１）ビジネス支援センターの管理運営
（２）ビジネス支援等拠点としての事業展開
　　・情報ライブラリーでの情報提供・相談、Uターン業務
　　・1階での県産品展示販売
　　・2階ホールの貸出
　　・ビジネスサポートセンターの運営

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 200,708

Ⅲ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 0.4%

活動 開館日数 350 -0.1%

指標 来館者数 10.6%

の推移 成果 売上額（千円）

年末年始休館（平成１８年４月より火曜日の定休日廃止）

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

21.0% 平成26年度に売上額2億円/年　以上 Ⅰ

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 200,708 平成１６年１０月　施設の愛称を「ふくい南青山２９１」に改称
平成１８年４月　　火曜日の定休日を廃止
平成１９年２月　　ショップリニューアルを実施（スポット照明の導入等）
平成２０年４月　　管理運営業者変更に伴い店舗をリニューアル（商品陳列変更）
平成２３年８月　　実演販売コーナー、ふるさと知事ネットワークPRコーナー設置

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 77,068

[事業の評価]

平成17年10月1日から平成20年3月31日まで管理運営業務を㈱電通に委託。
平成19年度において、公募型プロポーザルにより、20年度～22年度の管理運営業務
受託者を㈱アサツーディ・ケイに選定。
平成22年度において、公募型プロポーザルにより、23年度～25年度の管理運営業務
受託者を㈱アサツーディ・ケイに選定。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 123,640

終期の見直し
　平成１７年１０月以降民間事業者に委託し、来館者数、売上額ともに着実に増加させている。
　また、全国のアンテナショップとして初めて「ギフトショー」に出展するなど、福井県産品を全
国のバイヤーにアピールし、具体的な商談につなげている。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他
　ふくい南青山２９１において、新商品のテスト販売を含め、食品から工芸品まで福井の特色ある
商品を積極的に展示・販売するとともに、店舗外での催事販売の強化やネット通販などにより引き
続き顧客の幅を広げ、県産品の一層の販路拡大に努める。また、新たに、サテライトショップの出
店などにより、福井の食の魅力の情報発信・販売力の強化を図る。

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

7



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 新事業支援 Ｇ
1 □ □ 22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

21,240

13,645

11,089

4

10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額 △ 21,000 千　円

□ 整理統合 ■ 廃　　止 □ そ の 他

一　般　財　源 18,975

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　補助採択企業９社を含め、建設業者に対する各種支援施策の実施により、新たに建設業者１３社
が新分野に進出し成果目標を達成した。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　建設業者を含め新分野展開に取り組む県内中小企業者を対象とする「ふるさと企業育成ファンド
事業（新分野展開スタートアップ支援事業）」の実施に伴い本事業は廃止するが、引き続き、業界
団体、産業支援機関等を通じて各種支援施策の周知を図ることで、県内建設業者の新分野進出を促
進する。

予　算　額　（単位：千円） 18,975

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

の推移 成果 県の支援策を活用して新分野に進出する建設業者数 13 30.0% 新分野に進出する建設業者数　１０社/年 Ⅰ

指標

活動 補助採択企業数 9 125.0% Ⅰ

事業効果 指標 #DIV/0!

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 21,000 -1.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 18,975 39.1%

決 算 額 の 推 移 #DIV/0!

[事業目的]

　経営環境の変化に対応して新たな事業分野に挑戦しようとする建設業者を対象に、初期投資等の負担軽減のための支援を行い、短期間に集中して新分野進出の成功事例を創出する。

［事業内容］

 　建設業者の新分野進出にかかる初期投資に要する費用の一部を助成する。
 　 (１)新分野事業立上げ支援分（新分野事業立上げ時の企業に対する補助金）
　　　　補助率１/２、限度額５,０００千円/件×３件　補助対象事業　設備導入事業、販路開拓事業、人材育成事業等
　　(２)新分野事業定着支援分（新分野事業立上げから５年以内の企業に対する補助金）
　　　　補助率１/２、限度額２,０００千円/件×３件　補助対象事業　設備導入事業、販路開拓事業、人材育成事業等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事 業
区 分

国　庫 実行予算

地域を支え世界に広がる福井の産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 建設業新分野進出支援事業 含まれる事業数

法定受託事務

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

8



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室

1 □ □ 32 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

99,231 98,718 94,841 94,650

91,940 92,867 90,462 87,093

91,931 92,814 90,104 87,078

9 9 10 11

386 375 363 351

989 1,040 1,126 1,069

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他 そ の 他

含まれる事業数中小企業団体中央会育成事業

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

元気な産業

　福井県中小企業団体中央会に指導員を設置し、中小企業の組織化および協同組合、商工組合、商店街振興組合等の運営指導ならびに中小企業に対する高度化、情報提供、金融施策等の指導を行う。

  〔法律等〕中小企業等協同組合法

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

［事業内容］

　中小企業の組織化および事業協同組合等の育成・指導を行い県内中小企業の育成を図る。

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 91,838 -1.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 87,577

法定受託事務

[事業目的]

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

[事業の評価]

指標

の推移 成果 2.8%

その他特定財源

実地指導件数

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

87,577

87,577

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

整理統合 □ 廃　　止 □

□

そ の 他

　景気低迷の中、組合数等は減尐しているが、新分野や新事業展開のための異業種連携等の活動は
活発になっている。

　組合の適正な運営や事業の継続には、中小企業団体中央会の指導が不可欠である。青年部や女性
部の活動も活発化しており、企業連携や新事業展開に向けた支援を行うなど、企業の組織化に精通
した中央会の役割は大きく、本事業も継続する。

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止

□

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額 千　円

加盟組合数

設置する指導員数

加盟組合数

組合実地指導件数

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

事業効果 指標 340 -3.1%

-1.2%

決 算 額 の 推 移 -1.8%

活動 11 5.3%

区　　　　　　分 ２３年度

設置指導員数

平均伸び率
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室

1 □ □ 35 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 52 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,252,788 1,200,765 1,109,277 1,034,713

1,225,473 1,168,745 1,065,074 996,550

1,201,500 1,126,230 1,041,864 990,331

72,541 71,146 76,905 73,708

12 24 18 23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

法定受託事務

[事業目的]

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

含まれる事業数小規模事業経営支援事業費補助金

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

元気な産業

１．経営指導員等の配置による金融、税務、労働、取引、経理等小規模事業者の経営に必要な事項について、きめ細やかな相談指導の実施、講習会等の実施
２．企業記帳の指導、記帳事務の代行
３．技術・経営に関する分野の知識や技能を持つ専門家の派遣による指導

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 986,588 -5.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 941,505

Ⅱ

事業効果 指標

-6.4%

決 算 額 の 推 移 -6.2%

活動 0.7%

Ⅰ

指標

の推移 成果 経営革新計画承認に至った件数 16 18.1%

　小規模事業者を取り巻く経営環境が厳しい状況にある中で、経営指導員等が積極的に巡回指導を
行い、資金繰りや経営革新支援などを通じて、事業者の経営力の強化・安定に努めている。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

見　直　し　額 千　円

　厳しい経済環境の中で、地域の中小企業の支援機関である商工会、商工会議所の積極的な指導・
支援活動は不可欠であり、本事業を継続することで、引き続き県内中小企業の経営の改善・強化を
図ることが重要である。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

□ 整理統合 □

［事業内容］

商工会、商工会議所を通じて、小規模事業者の経営や技術の改善を促進することにより、地域産業の発展を図る。

経営指導件数等

平成７年 商工会、商工会議所の人件費、旅費および庁費について、国庫補助か
ら一般財源（交付税措置）へ移行
平成１０年 商工会連合会についても国庫補助から一般財源（交付税措置）へ移行
平成１７年度より研修派遣補助事業を廃止
平成１８年度より商業・サービス業次世代人材育成事業を廃止
平成２０年度より商工団体育成事業費補助金を統合

941,505

941,505

経営指導件数、金融斡旋件数

[事業の評価]

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

10



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室

1 □ ■ 6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 18 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

116,174 111,181 109,022 109,295

110,200 108,843 107,066 100,171

110,152 108,618 106,528 100,137

177 189 201 222

102 97 105 101

418 402 527 429

196 148 159 146

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県内唯一の情報化支援の拠点として重要な施設である。平成１８年度から指定管理者制度を導入
し、平成２２年度に公募により指定管理者の指定（指定の期間は２３年度から５年間）を行った。
今後も一層の利用者サービスの向上、施設の利用促進および管理運営経費の節減を図る。 見　直　し　額 千　円

一　般　財　源 99,344

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　経費節減を図りつつ、貸出利用件数の増加に努めている。マルチホールやパソコン実習室、ビデ
オ編集室、インキュベートルーム等を提供することにより、情報産業の育成および中小企業の情報
化に役立っている。 ■ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 100,762 　・平成１３年度に嶺南支所開設、インキュベートルーム増設
　・平成１４年度に隣接する情報産業集積団地（ソフトパークふくい）にＬＡＮを敷設
　・平成１５年度に映像編集・合成システムと３ＤＣＧ制作システムをリニューアル
　・平成１６年度に嶺南支所を白鬚ビルに移転およびＭＭＳＣの技術指導業務を廃止
　　し、維持管理運営経費を削減
　・平成２０年度から機器リースの最適化を図り経費を削減

　・平成１８年度から指定管理者制度導入
　（マルチメディアサポートセンター運営および情報化人材研修を含む。）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 1,418

Ⅱ

指標 貸出施設利用件数（ＭＭＳＣ） -8.4% マルチメディアサポートセンターの利用件数 Ⅳ

の推移 成果 貸出施設利用件数 2.9% パソコン実習室、会議室、マルチホール、システム設計室の利用件数

年度末時点のメールマガジン配信先件数 Ⅰ

事業効果 指標 情報化研修定員充足率 0.0% 情報化人材研修の定員充足率（％） Ⅱ

-2.2%

決 算 額 の 推 移 -3.1%

活動 メルマガ配信先数（ＭＭＳＣ） 7.9%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 105,399 -2.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 100,762

法定受託事務

[事業目的]

　企業の情報化に係る支援、企業の経営等に関する情報の提供および県内情報産業の育成を行うことにより、本県産業の高度化を支援するための施設である県産業情報センターの維持・管理を行う。
（＊主な施設：インキュベートルーム、パソコン実習室、産業情報資料室、マルチホール、会議室、ビデオ編集室等）

［事業内容］

　・県産業情報センターの施設・設備の維持・管理・運営
　・マルチメディアサポートセンター（ＭＭＳＣ）設備の維持・管理・運営および利用者に対する操作指導等の支援
　・県産業情報センター嶺南支所の維持･管理･運営

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県産業情報センター運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
2 □ □ 3 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 21 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

28,429 26,616 29,489 28,852

29,820 28,293 26,087 23,700

29,698 28,172 26,087 23,700

349 720 804 882

10 14 16 18

4,538 6,436 7,826 6917

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22 年度整備水準〔　　 年度　〔 1.160000000 〕

　中国南西地域および東南アジアにおける本県産業の活動拠点として、福井県香港事務所を設置し、本県のＰＲと県内企業の販路拡大に寄与する。

１　香港、中国広東省、東南アジアにおける経済政策・投資環境等に関する調査、情報の収集・提供
２　帰国報告会の開催、ホームページ、Ｅメール、レポート等による情報提供
３　香港県人会の事務局

東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数(上海事務所含む)

活動件数

外国人旅行者数（上海事務所含む）

ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数：15社

活動件数は情報収集・提供回数（レポート数等）、県民の海外事務所活用・連絡数等

Ⅰ

指標 17.3% 海外事務所が誘客した県内への外国人旅行者数 Ⅰ

の推移 成果 17 15.3%

Ⅰ

事業効果 指標

□ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

　販路開拓の前線基地として積極的に取り組んだ結果、新規輸出企業数および外国人旅行者数は順
調に推移している。

　広州を含め一大経済圏を形成している香港で、今後とも、中国本土に関する情報収集・提供を行
うとともに、各種展示会への出展支援、福井県産食料品の売込み等による販路開拓を促進してい
く。また、ビジネスコーディネーターを積極的に活用することで、引き続き、企業等からの法律や
商慣習に関する相談にも対応していく。

□ 整理統合 □ 廃　　止

国　　　　　庫

その他特定財源 1,848

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
□

見　直　し　額 千　円

一　般　財　源 24,005

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 25,853

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 新たに東アジアに輸出を行う県内企業数 58  〕　／　整備目標 19～22 50

-3.2%

決 算 額 の 推 移 -7.2%

活動 42.6%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 28,481 0.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 25,853

法定受託事務

[事業目的]

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 香港事務所運営事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
2 □ □ 11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 13 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

22,547 23,659 19,646 17,191

19,676 22,065 16,804 16,388

19,342 22,065 16,804 16,388

629 1159 1228 1,495

10 14 16 18

4,538 6,436 7,826 6917

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22 年度整備水準〔　　 年度　〔 1.160000000 〕

　本県経済と結びつきが強い東アジアの中でも本県の最大の貿易相手国である中国において、金融・経済の中心地である上海に福井県上海事務所を設置し、福井県のＰＲおよび県内企業の直接投資、販路
拡大等を支援する。

１　中国における税・法制度、経済政策・投資環境等に関する調査、情報の収集・提供
２　帰国報告会の開催、ホームページ、Ｅメール、レポート等による情報提供
３　県人ビジネス交流会の事務局

東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数(香港事務所を含む)

活動件数

外国人旅行者数(香港事務所を含む) 海外事務所が誘客した県内への外国人旅行者数

ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数：15社

活動件数は情報収集・提供回数（レポート数等）、県民の海外事務所活用・連絡数等

Ⅰ

指標 17.3% Ⅰ

の推移 成果 17 15.3%

Ⅰ

事業効果 指標

一　般　財　源 15,444

□

休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減

見　直　し　額 千　円

　販路開拓の前線基地として積極的に取り組んだ結果、新規輸出企業数および外国人旅行者数は順
調に推移している。

　中国ビジネスの急拡大が続いており、上海での情報収集・提供、企業支援に重点を置き、機能を
強化していく。また、ビジネスコーディネーター、無料法律相談制度の活用により、引き続き企業
等からの法律や商慣習に関する相談にも対応していく。

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

□■ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 18,273

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 新たに東アジアに輸出を行う県内企業数 58  〕　／　整備目標 19～22 50

国　　　　　庫

その他特定財源 2,829

-0.7%

決 算 額 の 推 移 -4.1%

活動 37.3%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 19,717 -2.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 18,273

法定受託事務

[事業目的]

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

上海事務所運営事業

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
3 □ □ 19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 5 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

8,788 11,858 11,931 11,842

10,876 10,688 10,724 11,805

9,653 10,688 10,724 11,805

53 88 81 49

118 86 124 128

10 14 16 18

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22 年度整備水準〔　　 年度　〔 1.160000000 〕

　上海事務所にビジネスコーディネーターと経済顧問、香港事務所にビジネスコーディネーターを配置し、企業等からの法律や商慣習に関する相談への対応を強化するとともに、上海事務所で無料法律相
談を行う。

１　ビジネスコーディネーターと経済顧問の配置
　　・契約、法手続等の支援　・取引先紹介等商談の支援　・中国進出サポート・市場調査・本県でのビジネスセミナー等の開催

２　上海事務所で無料法律相談を実施

県内企業からの相談件数（上海）

東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数

県内企業からの相談件数（香港）

＜20年度＞　「東アジア海外事務所機能強化事業」を整理統合

　現地優良バイヤーを積極的に県内企業に紹介しマッチングすることにより、東アジアへの新規輸
出企業は順調に推移している。

　香港・上海事務所が一体となって中国本土に関する情報収集・提供を行うとともに、県内企業の
販路開拓を促進していく。

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

見　直　し　額 千　円

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 10,342

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 10,342

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 新たに東アジアに輸出を行う県内企業数 58  〕　／　整備目標 19～22 50

Ⅰ

指標 　

の推移 成果 17 15.3% 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数：15社

Ⅰ

事業効果 指標 6.8% Ⅰ

-0.9%

決 算 額 の 推 移 7.0%

活動 6.2%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 10,510 5.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 10,342

法定受託事務

[事業目的]

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

東アジア販路開拓促進事業

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,170

1,170

1,170

2

10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　中国への販路開拓に意欲のある県内企業を支援するため、インターネットによる県産品の営業活動を実施する。

１　海外向けインターネット営業研修会の開催
　　・参加者　中国市場に向けたネット通販に意欲のある県内企業
　　・講　師　楽天の専門チーム
　　・内　容　海外向けネット通販の仕組み、輸出ノウハウ、売れる商品などのアドバイス
２　海外向けインターネット営業サイトの開設
　　・楽天と連携してインターネット上で中国向けの県産品の販売サイトを開設（簡体字、繁体字）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて中国に輸出する企業数　４０社（平成24年度）

　中国のインターネット人口の急増により、福井県および県産品の情報発信・認知度向上には有効
であるが、新たに海外向けネット通販に取り組む企業が多く、出品に至らないケースや製品が中国
のネット通販利用者のニーズに合致しないケースなど、直接販売に至るまでには課題も多い。

　事業効果を踏まえ本事業は廃止とするが、ネット通販を通して得た経験、ノウハウなどを生かし
ながら、現地の流通関係者の積極的な活用など、より効果的な手法で中国市場の販路開拓を図って
いく。

事 業
区 分

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課

-10.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事      業      名 含まれる事業数

1,052 -10.1%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

海外向けインターネット営業事業

[事業目的]

［事業内容］

その他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,052

Ⅱ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動 研修会開催回数 2 0.0%

の推移 成果 インターネットを通じて中国に輸出する企業数

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

指標

一　般　財　源 1,052

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円） 1,052

終期の見直し

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他

見　直　し　額 △ 1,052 千　円

整理統合 ■ 廃　　止 □
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
1 □ □ 43 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 44 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

11,100 10,500 10,500 10,500

10,500 10,500 10,500 10,500

10,500 10,500 10,400 10,200

32 33 32 31

530 535 528 525

3,117 2,919 2,271 2,638

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部（庁） 産業政策

事      業      名 県貿易情報センター負担金 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 10,500 -1.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,800

法定受託事務

[事業目的]

　貿易の振興を図るため、日本貿易振興機構（ジェトロ）およびその他関係機関との連携のもと、各種貿易振興事業を実施するとともに情報の収集を図る。このため、ジェトロ福井貿易情報センターに対
し、負担金を支出する。

［事業内容］

ジェトロ福井貿易情報センター運営費の助成
(1)人件費
(2)借館費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

-1.7%

決 算 額 の 推 移 -1.0%

活動 セミナー等開催数 -1.0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

Ⅲ

事業効果 指標 貿易投資相談件数 -0.3% Ⅲ

Ⅲ

指標

の推移 成果 貿易総額（億） -4.1% （暦年）

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 9,800

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 9,800

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　貿易投資相談は、ジェトロが世界各地から収集した豊富な情報とノウハウを活用し実施している
が、県内企業からのニーズは強く、相談件数は500件を超えている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　貿易や海外取引、海外進出に関する相談等、企業の国際的事業活動の支援において同センターが
果たす役割は大きく、今後も継続して事業を実施する。

見　直　し　額 千　円
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
1 □ □ 6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 18 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,700 2,700 2,430 2,330

2,700 2,430 2,330 2,100

2,700 2,430 2,330 2,100

66 63 60 71

1,386 1,323 1,153 1,294

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22 年度整備水準〔　　 年度　〔 1.160000000 〕

　日本海沿岸府県が活発に環日本海経済交流を推進する中にあって、北陸地域の産・学・官連携のもとに、環日本海諸国との経済交流を促進し、環日本海経済交流の拠点地域を目指すことにより、北陸地
域の経済の国際化と活性化を図る。

１　対岸諸国に関する情報の収集・提供事業
２　対岸諸国に関する調査・研究事業
３　対岸諸国との経済交流に関する普及・啓発事業

東アジア諸国との貿易額（億円）

活動件数

（暦年）　　

活動件数は調査報告書の作成、レポートの発行、講演会の開催等の回数

（単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,100

Ⅱ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

事 業
区 分

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

北陸環日本海経済交流促進協議会負担金

[事業目的]

［事業内容］

-6.0%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 含まれる事業数

2,000 -7.2%

[予算額および指標の推移等]

-8.0%

活動 3.0%

指標

の推移 成果

特　記　事　項

-1.7% Ⅲ

5058  〕　／　整備目標 19～22 〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,000

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

新たに東アジアに輸出を行う県内企業数

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 2,000

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 ■ 縮　　減 □

そ の 他

見　直　し　額 △ 100 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

　本県企業にとって最も関心の高い中国に関する調査研究やレポート作成などを中心に、事業活動
は年々充実している。本県の東アジア諸国との貿易額が高水準で推移するなど、東アジア諸国との
貿易促進の一助となっている。

　東アジア諸国に関する調査・研究や情報の収集・提供など有用な事業を展開しており、今後も継
続して事業を実施する。
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
1 □ □ 6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 18 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,200 1,200 1,200 1,200

1,200 1,200 1,200 1,200

1,200 1,200 1,200 1,200

16 16 13 10

1,222 897 868 926

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22 年度整備水準〔　　 年度　〔 1.160000000 〕

当 初 予 算 額 の 推 移 1,200

Ⅳ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 0.0%

活動 -13.9%

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 含まれる事業数

1,200 0.0%

[予算額および指標の推移等]

事 業
区 分

法定受託事務

中国経済交流促進支援事業

[事業目的]

［事業内容］

0.0%

　中国との経済交流を一層促進し、グローバル化が進展する県内産業界の活性化を図ることを目的として、本県企業等の中国との経済交流促進事業を支援する。

　本県経済界主導で行われる、本県と中国との経済交流に資する事業であり、県内企業の販路開拓等の促進に有効であると認められる事業で、以下に掲げるものについて助成する。
　(1)情報収集・情報提供
　(2)啓発事業

セミナー、相談会開催数

指標

の推移 成果

（単位：千円）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

計 画 の 達 成 状 況

中国との貿易額（億）

新たに東アジアに輸出を行う県内企業数 58 5019～22

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況

■

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-7.7% （暦年） Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

休　　止 □ 完　　了

一　般　財　源 1,200

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

・平成22年3月に福井市で全体会議を開催した。予　算　額　（単位：千円） 1,200

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他

・平成16年度事業名改称（～平成15年度　浙江省経済交流促進支援事業）

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

　中国ビジネスに関するセミナー、相談会を開催するなど、県内企業のニーズに応じたきめ細かな
事業を展開している。
　中国の現地政府との関係を築いており、現地進出企業の事業展開の一助となっている。

　経済成長著しい中国市場に関する情報提供、中国市場での販路開拓の取組みに対する支援等につ
いて、県内企業のニーズは高まっており、中国との経済交流促進に有用な事業である。今後も継続
して事業を実施する。

終期の見直し

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

継　　続 □
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 経済戦略推進 Ｔ
1 □ ■ 23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課

事      業      名 福井県経済新戦略推進本部運営事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,200

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,200

法定受託事務

[事業目的]

　福井経済新戦略に基づくプロジェクトの企画、実施に向け、県と企業・経済界が一体となって推進する組織を設置・運営する。

［事業内容］

（１）福井県経済新戦略推進本部の設置・運営
（２）経済新戦略推進チームによるプロジェクトの推進

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

決 算 額 の 推 移

活動 経済新戦略推進本部会議の開催数 3

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

事業効果 指標 プロジェクト推進チーム設置数 5

指標

の推移 成果

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,200 福井経済新戦略の主要プロジェクトの行動計画（アクションプラン）の策定
官民連携のプロジェクトチーム編成による新戦略の着実な実行

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,200

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　企業経営者や有識者等で構成する「福井県経済新戦略推進本部」を設置、今年度は３回の会議を
開催し、５年間（平成２３年度～２７年度）の具体的な施策や数値目標を示した「プロジェクト推
進行動計画」を策定した。また、５つのプロジェクト推進チームを設置し、官民が連携して行動計
画に掲げた施策を実行している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も引き続き、プロジェクト推進チームにおいて、行動計画に掲げる各施策を着実に実行する
とともに、経済新戦略推進本部では、新戦略（行動計画）の進捗管理のほか、経済・社会情勢の変
化に対応した新たな施策の提案等も行っていく。 見　直　し　額 △ 200 千　円
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際経済 Ｇ
1 □ ■ 23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 1 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課

事      業      名 ふくい貿易促進機構設置運営事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 12,108

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 12,108

法定受託事務

[事業目的]

　官民が連携して「ふくい貿易促進機構」を設立し、中国と貿易を行う県内中小企業への業務支援機能を強化し、アジア市場における販路開拓を促進する。

［事業内容］

（１）「ふくい上海ビジネスサポートセンター」（上海事務所内）
　　　　貿易促進マネージャーの配置、企業支援ネットワークの構築
（２）「ふくい貿易促進プラザ」（福井商工会議所内）
　　　　アジア市場専門員の配置、現地企業とのマッチング　等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

決 算 額 の 推 移

活動 ふくい貿易促進機構の年間利用企業数（実数）

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

Ｈ23目標：120社

事業効果 指標

指標

の推移 成果 新たにアジア輸出を行う企業数 17 Ｈ23目標：15社

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 12,108

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 12,108

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　官民が連携して「ふくい貿易促進機構」を設立、海外ビジネスサポート拠点として、新たに「ふ
くい貿易促進プラザ」（９月）、「ふくい上海ビジネスサポートセンター」（１１月）を開設し、
主にアジア市場への販路開拓や拠点設置についての相談対応など、県内企業の海外展開を支援し
た。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　経済のグローバル化により競争が激化する中、アジアビジネスの拡大に向け、中国や台湾など現
地関係者とのネットワークを強化し、現地展示商談会への出展支援を効果的に行うことで、県内企
業の販路開拓を促進する。 見　直　し　額 千　円

20



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室
1 □ □ 23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課

事      業      名 小規模企業支援体制強化事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,800

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,800

法定受託事務

[事業目的]

　厳しい経営環境に直面している小規模企業に対し、商工会議所等の支援機関が連携して支援する体制を強化し、小規模企業の経営改善や販路開拓を促進

［事業内容］

　・経営支援を受けていない小規模企業に対する巡回訪問
　・１日小規模企業支援室の開催（県内４ヵ所）
　　　経営相談、経営力向上セミナー、広域ビジネス交流会

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

決 算 額 の 推 移

活動 企業訪問件数

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

Ｈ23目標：5千件/年

事業効果 指標 セミナー・交流会参加企業数 302 Ｈ23目標：500社/年

指標

の推移 成果 新たに経営改善に取り組もうとする企業数 Ｈ23目標：300社/年

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,800

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,800

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　産業支援機関と連携して小規模企業への特別巡回訪問を実施、企業が抱える経営課題の把握に努
めるとともに、経営力向上セミナーや交流会、専門相談などを行う県内４ヵ所での小規模企業支援
室の開催により、企業の課題解決や新たな取組みを支援した。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　特別巡回訪問等による小規模企業の課題把握、経営力向上への支援を継続するとともに、巡回で
のヒアリング結果等を踏まえ、小規模企業を対象とした新商品・サービス開発の支援を強化する。

見　直　し　額 千　円
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 小規模企業支援 室
1 □ □ 23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 33 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 1 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働部 部（庁） 産業政策課

事      業      名
ふるさと企業育成ファンド事業（新分野展開スタートアップ支援事業）

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 10,000,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 10,000,000

法定受託事務

[事業目的]

　県内金融機関と協力し、県内中小企業の新分野への展開支援を強化することにより、ふるさと産業の元気再生につなげる。

［事業内容］

　県内金融機関の出資を受け、（公財）ふくい産業支援センターに創設したファンド（県２０億円、金融機関８０億円）
の運用益を活用して行う「新分野展開スタートアップ支援事業」
　内容：既存事業の経営資源を活用した多角化や事業転換への助成
　　　　　補　助　率：２／３
　　　　　補助限度額：１,０００万円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

決 算 額 の 推 移

活動 ファンドによる支援企業数（累計） 7

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

10年間で120社

事業効果 指標

指標

の推移 成果

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 10,000,000 成果目標は「支援企業の売上高を５年間で５％以上増加」

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源 10,000,000

一　般　財　源

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　県内金融機関の出資を受け、１００億円の「ふるさと企業育成ファンド」を創設し、この運用益
を活用した中小企業の新分野展開スタートアップ支援事業について、新規性・成長性等に優れた７
社を採択したが、７０社からの応募があるなど本事業に対する県内企業の期待・ニーズは高い。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　ふるさと産業の元気再生を図るため、引き続き新規採択を行うとともに、採択案件については、
事業計画の達成に向け、産業支援機関や金融機関との連携の下、継続的にフォローアップを実施し
ていく。また、不採択案件についても、他支援制度活用の推奨や事業計画見直しのアドバイス等を
積極的に行うことで、県内企業の新分野展開の取組みを促進すろ。

見　直　し　額 千　円
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